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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　板状部材同士を重ね合せて接合する板状部材の接合構造であって、
　高力ボルトとナットとを有し前記板状部材同士を接合する高力ボルトユニットと、
　前記板状部材の重畳部分の厚みよりも厚く形成されるとともに、前記板状部材の板厚方
向に貫通する貫通孔を形成可能な中間材と、
を備え、
　前記板状部材の重畳部分には、長孔形状のボルト挿通孔が形成され、
　前記中間材は、前記ボルト挿通孔内に配置されており、
　前記高力ボルトは、前記ボルト挿通孔内に配置された前記中間材により形成される前記
貫通孔に挿通され、前記中間材が介在した状態で前記ナットと螺合され、
　前記中間材は、前記ボルト挿通孔内での自由回転を規制する角部を有していることを特
徴とする板状部材の接合構造。
【請求項２】
　前記中間材は、六角ナットであることを特徴とする請求項１に記載の板状部材の接合構
造。
【請求項３】
　板状部材同士を重ね合せて接合する板状部材の接合構造であって、
　高力ボルトとナットとを有し前記板状部材同士を接合する高力ボルトユニットと、
　前記板状部材の重畳部分の厚みよりも厚く形成されるとともに、前記板状部材の板厚方
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向に貫通する貫通孔を形成可能な中間材と、
を備え、
　前記板状部材の重畳部分には、長孔形状のボルト挿通孔が形成され、
　前記中間材は、前記ボルト挿通孔内に配置されており、
　前記高力ボルトは、前記ボルト挿通孔内に配置された前記中間材により形成される前記
貫通孔に挿通され、前記中間材が介在した状態で前記ナットと螺合され、
　前記中間材は、対向配置されることで前記貫通孔を形成する複数個の中間材構成体を備
えていることを特徴とする板状部材の接合構造。
【請求項４】
　前記高力ボルトユニットは、前記ボルト挿通孔内に配置された前記中間材と接合される
ワッシャと、前記ワッシャまたは前記高力ボルトと前記中間材構成体との間に設けられ当
該中間材構成体の離反方向への移動を抑止可能な移動抑止手段と、を備えていることを特
徴とする請求項３に記載の板状部材の接合構造。
【請求項５】
　前記高力ボルトユニットは、前記複数個の中間材構成体同士を繋ぎ止める手段を備えて
いることを特徴とする請求項３に記載の板状部材の接合構造。
【請求項６】
　前記高力ボルトユニットは、前記ボルト挿通孔内に配置された前記中間材と接合される
ワッシャを備え、前記ワッシャまたは前記中間材構成体に、前記ボルト挿通孔内に配置さ
れた前記複数個の中間材構成体が前記高力ボルトユニットの外周から離れる方向へ移動す
るのを阻止する手段が設けられていることを特徴とする請求項３に記載の板状部材の接合
構造。
【請求項７】
　板状部材同士を重ね合せて接合する板状部材の接合構造であって、
　高力ボルトとナットとを有し前記板状部材同士を接合する高力ボルトユニットと、
　前記板状部材の重畳部分の厚みよりも厚く形成されるとともに、前記板状部材の板厚方
向に貫通する貫通孔を形成可能な中間材と、
を備え、
　前記板状部材の重畳部分には、長孔形状のボルト挿通孔が形成され、
　前記中間材は、前記ボルト挿通孔内に配置されており、
　前記高力ボルトは、前記ボルト挿通孔内に配置された前記中間材により形成される前記
貫通孔に挿通され、前記中間材が介在した状態で前記ナットと螺合され、
　前記中間材は、対向配置されて前記貫通孔を形成する複数の中間材構成部とそれらの中
間材構成部を結合する結合部とを備え一体に構成されていることを特徴とする板状部材の
接合構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、板状部材の接合構造に関し、例えば鉄骨架構の接合箇所に利用して有効な板
状部材の接合構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、鉄材や鋼材を組み立てて鉄骨架構を形成する場合、その接合部分が外れたり緩ん
だりしないように、高い軸力での締め付け固定が可能である高力ボルトを用いた接合が行
われている（例えば、特許文献１参照）。
　さらに、高い軸力での締め付けができないような場合において、ボルトの緩みを確実に
防止するために、ナットを２段重ねて、これを中ボルトによって共締めする手法も提案さ
れている（例えば、非特許文献１参照）。
【０００３】
　しかし、鉄骨架構の接合部分（継手部分）を高力ボルトで締結すると、構造体が振動等
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の外力を受けた場合や構造体に温度による膨張・収縮が生じた場合等に、接合部分が構造
体の動きに追従できず、接合部分の板状部材やボルト等の部品に大きな応力が加わり、こ
れによって構造体や接合部分を構成する部品等が破損してしまうおそれがある。
【０００４】
　この点、火災により構造体に熱膨張が生じた際に、これに対応して接合部分の板状部材
を移動できるようにする構成として、座金を介してナットが高力ボルトに結合され、ナッ
トを締め付けることで構造体同士が連結される場合に、火災時にはその熱により座金の一
部又は全部が溶けるようにし、長孔内でボルトが移動できるようにして、構造体の熱膨張
を吸収する構成が開示されている（例えば、特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１５－０３４３９７号公報
【特許文献２】特開平１１－０８２４６５号公報
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】ハードロック工業株式会社「ハードロックナットとは」http://www.har
dlock.co.jp/hl/index.php
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、鉄骨架構の接合部分（継手部分）を可動させることが必要な場面は火災
時のように大きな温度変化が生じる場合に限られない。
　むしろ日常的な温度変化による構造体の膨張・収縮や、風や地震等による構造体の振動
等に対応して、できる限り構造体自体やその接合部分を構成する部品等の損傷を回避し、
大規模な補修や部品交換等をしなくて済むような構成が望まれる場合もある。
【０００８】
　他方で、当該鉄骨架構の接合部分（継手部分）においては、ボルト・ナットの緩みによ
って接合部分が外れたり破損したりすることも確実に防止しなければならず、緩みの防止
と、振動や温度収縮等による構造体の動きへの追従性という２つの要請を満たすような適
切な締結を行う必要がある。
【０００９】
　なお、高力ボルトには、それぞれ締め付けトルクのトルク係数値等がJIS規格等により
規定されているが、当該接合部では一般的に中ボルトが使用されている。中ボルトを使用
する場合（ダブルナット）には、高力ボルトにおけるような具体的な締結方法（トルク係
 数値等）や、施工管理手法が決まっていない。
　このため、緩みの防止と、振動や温度収縮等による構造体の動きへの追従性という２つ
の要請を満たそうとすると、ボルトが緩みすぎて接合部分の強度が低下したり、逆に中ボ
ルトを締め付けすぎると接合部分の板状部材の移動が阻害されて変形等を生ずるおそれが
あり、適切な施工管理を行うことが困難であるという問題がある。
【００１０】
　本発明は以上のような事情に鑑みてなされたものであり、鉄骨架構の接合部分（継手部
分）において、接合の緩みを防止するとともに、振動や温度収縮等による構造体の動きへ
の追従性を確保することのできる板状部材の接合構造を提供することを目的とするもので
ある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　前記課題を解決するために、本出願の発明である板状部材の接合構造は、
　板状部材同士を重ね合せて接合する板状部材の接合構造であって、
　高力ボルトとナットとを有し前記板状部材同士を接合する高力ボルトユニットと、
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　前記板状部材の重畳部分の厚みよりも厚く形成されるとともに、前記板状部材の板厚方
向に貫通する貫通孔を形成可能な中間材と、
を備え、
　前記板状部材の重畳部分には、長孔形状のボルト挿通孔が形成され、
　前記中間材は、前記ボルト挿通孔内に配置されており、
　前記高力ボルトは、前記ボルト挿通孔内に配置された前記中間材により形成される前記
貫通孔に挿通され、前記中間材が介在した状態で前記ナットと螺合されるように構成した
ものである。
【００１２】
　このように構成することで、中間材がスペーサとして機能し、高力ボルトによる高い締
め付け力が板状部材に伝達されないため、高い軸力による締め付けを行った後でも接合部
分の板状部材の相対的な移動が保証され、構造体の動きを吸収して変形等の発生を防止す
ることができる。
【００１３】
　ここで、好ましくは、前記中間材は、前記ボルト挿通孔内での自由回転を規制する角部
を有しているようにする。
　また、好ましくは、前記中間材は、六角ナットで構成する。
　このように構成することで、市販の六角ナットを中間材として用いることができる。そ
して、高力ボルト締結時には、６つの角部のいずれかがボルト挿通孔の内側面に突き当た
って中間材の自由回転を規制することができる。
【００１４】
　さらに、好ましくは、前記中間材は、対向配置されることで前記貫通孔を形成する複数
個の中間材構成体を備えるようにする。
　このように構成することで、ボルト挿通孔の幅を増大させることなく、高力ボルトとナ
ットの締め付けを行った後でも接合部分の板状部材の相対的な移動を保証し、構造体の動
きを吸収して変形等の発生を防止することができる。そのため、既設の構造物における鉄
骨プレート同士の接合部分に適用する際に、施工対象の構造物のある現場にてボルト挿通
孔の幅を大きくする切削加工を行う必要がなく、作業時間を短縮することができる。
【００１５】
　また、好ましくは、前記高力ボルトユニットは、前記ボルト挿通孔内に配置された前記
中間材と接合されるワッシャと、前記ワッシャまたは前記高力ボルトと前記中間材構成体
との間に設けられ当該中間材構成体の離反方向への移動を抑止可能な移動抑止手段とを備
えるようにする。
　これにより、ボルト挿通孔内に配置された中間材構成体が振動等でボルト挿通孔内から
抜け落ちるのを防止することができる。
【００１６】
　また、前記高力ボルトユニットは、前記複数個の中間材構成体同士を繋ぎ止める手段を
備えるようにする。
　また、前記高力ボルトユニットは、前記ボルト挿通孔内に配置された前記中間材と接合
されるワッシャを備え、前記ワッシャまたは前記中間材構成体に、前記ボルト挿通孔内に
配置された前記複数個の中間材構成体が前記高力ボルトユニットの外周から離れる方向へ
移動するのを阻止する手段を設けるようにしても良い。
　上記のような構成によっても、ボルト挿通孔内に配置された中間材構成体が振動等でボ
ルト挿通孔内から抜け落ちるのを防止することができる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、板状部材の重畳部分の厚みよりも厚く形成された中間材を介して高力
ボルトユニットのボルトがナットと螺合される。
　このため、中間材がスペーサとして機能し、高力ボルトにナットを強く締めつけた場合
でも板状部材の表面と高力ボルトやナットとの間に隙間が確保され、板状部材に直接高力
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ボルトによる締め付け力が伝達されない。
　これにより、接合部分の緩み防止と、振動や温度収縮等による構造体の動きへの追従性
の確保とを両立させることができる。
　すなわち、接合部分の緩み防止のために高い軸力による締め付けを行った後でも、振動
や温度変化により構造体が動いて接合部分の板状部材に強い力が加わった場合には、板状
部材同士が長孔であるボルト挿通孔の延在方向に沿って相互に相対移動することが可能で
あり、接合部分が円滑に可動することにより、接合部分に無理な力が加わって接合部分の
部品等が破壊されたり構造体が変形・損傷したりするのを防ぐことができるとの効果を奏
する。
【００１８】
　また、中間材にボルト挿通孔内での自由回転を規制する角部を設けた場合には、中間材
としてナットを用いる場合でも、高力ボルト締結時の供回りを防止して、円滑に高力ボル
トの締め付け作業を行うことができる。
　特に、中間材が六角ナットである場合には、市販品を用いることができ、便宜である。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本実施形態に係る板状部材の接合構造を示す上面図である。
【図２】図１に示す板状部材の接合構造の側面図である。
【図３】図１における一点鎖線で囲んだ部分IIIの拡大図である。
【図４】図２における一点鎖線で囲んだ部分IVの拡大図である。
【図５】従来の板状部材の接合構造の一例を示す上面図である。
【図６】図５に示す板状部材の接合構造の側面図である。
【図７】図５における一点鎖線で囲んだ部分VIIの拡大図である。
【図８】図６における一点鎖線で囲んだ部分VIIIの拡大図である。
【図９】（ａ）は、従来の板状部材の接合構造を適用した防風壁の一例を示す斜視図であ
り、（ｂ）は、（ａ）における一点鎖線で囲んだ部分ｂの拡大図である。
【図１０】第２の実施形態における中間材の第１の具体例を示すもので、（ａ）は上面図
、（ｂ）は断面側面図である。
【図１１】第２の実施形態における中間材の第２の具体例を示すもので、（ａ）は上面図
、（ｂ）は断面側面図である。
【図１２】第２の実施形態における中間材の第３の具体例を示す上面図である。
【図１３】第２の実施形態の変形例を示すもので、（ａ）はワッシャと中間材の係合状態
を示す上面図、（ｂ）はその側面図である。
【図１４】第２の実施形態の他の変形例を示す断面側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　図１から図９（ａ）及び図９（ｂ）を参照しつつ、本発明に係る板状部材の接合構造の
一実施形態について説明する。
　以下に述べるように、本実施形態における板状部材の接合構造は、板状部材１，２（図
１等参照）同士を重ね合せて接合する板状部材の接合構造であって、板状部材１，２同士
を相対的に移動可能に接合するものである。本実施形態の板状部材１，２の接合構造は、
異なる性状を持った構造体同士を分割して力を伝達しないようにする継目であるエキスパ
ンションジョイント（Expansion joint）において使用することが想定される。
【００２１】
　具体的には、第１に、地震等による振動に対して，構造体に大きな応力が生じないよう
にするために本実施形態の接合構造を構造体同士の接合部分に用いる場合であり、土木構
造体等のエキスパンションジョイントを跨ぐような建築物への適用が考えられる。
　例えば、旅客上家と跨線橋との接合部分や、屋根と階段との接合部分、駅舎とその屋根
との接合部分等が挙げられる。
　また、第２に、熱膨張や収縮に対して、構造体に大きな応力が生じないようにするため
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に本実施形態の接合構造を構造体同士の接合部分に用いる場合であり、例えば、長大な建
築物を複数の構造体に分割した場合に、各構造体同士を繋ぐ接合部分に適用することが考
えられる。
　具体的には、複数のパネル（構造体）を繋ぎ合わせて構成される防風壁や、複数の構造
体で構成される旅客上家、検修庫、大空間建築物等における構造体同士の接合部分等が挙
げられる。
　いずれの場合も、接合部分において鉛直方向（図２における縦方向）の荷重は負担させ
るが、水平力（水平方向、すなわち図２における横方向の力）は負担させず、板状部材１
，２同士の水平方向における相対的な移動を可能とすることで、構造体の動きを吸収し、
構造体に大きな応力が生じることを防ぐ構成となっている。
　以下、本実施形態における板状部材の接合構造の具体的な構成について詳細に説明する
。
【００２２】
　図１は、本実施形態に係る板状部材の接合構造を示す上面図であり、図２は、板状部材
の接合構造の側面図である。また、図３は、図１における一点鎖線で囲んだ部分IIIの拡
大図であり、図４は、図２における一点鎖線で囲んだ部分IVの拡大図である。
【００２３】
　板状部材の接合構造は、板状部材１，２同士を重ね合せて接合する場合の接合部分に設
けられる。ここで、板状部材１，２は、例えば接合対象となる図示しない構造体の一端に
設けられ、構造体同士の接合部分を構成する継手プレートである。
　図１から図４に示すように、板状部材１，２の重畳部分には、長孔形状のボルト挿通孔
１１，２１が長手方向に並列して２つ形成されている。
　後述するように、本実施形態では、高力ボルト３の軸部３１がボルト挿通孔１１，２１
内を移動可能に構成されていることで板状部材１，２同士が相対的に移動可能となってお
り、ボルト挿通孔１１，２１の長手方向の長さは、板状部材１，２同士の移動可能量をど
の程度とするか、すなわち、接合部分における可動範囲をどの程度とするかに応じて適宜
設定される。
　また、本実施形態では、後述するように、高力ボルトユニット３０を構成するナット４
の外径と同程度の外径を有する中間材６がボルト挿通孔１１，２１内に配置されるため、
ボルト挿通孔１１，２１の長手方向に直交する短方向の長さは、中間材６の外径よりも大
きく形成される。
　なお、以下の実施形態では、板状部材１，２双方の対応位置に長孔を設ける例を示すが
、板状部材１，２のうち、いずれか一方のみに長孔を設けて、他方の板状部材１，２には
丸穴を設けるようにしてもよい。
【００２４】
　板状部材の接合構造は、板状部材１，２同士を接合する高力ボルトユニット３０と、ボ
ルト挿通孔１１，２１内に配置される中間材６とを備えている。
　なお、高力ボルトユニット３０及び中間材６は、２つのボルト挿通孔１１，２１につい
てそれぞれ１つずつ設けられている。各ボルト挿通孔１１，２１と、これら各ボルト挿通
孔１１，２１それぞれについて設けられている高力ボルトユニット３０及び中間材６の構
成は同じであるため、以下においては、一のボルト挿通孔１１，２１及びこれに設けられ
る高力ボルトユニット３０、中間材６について説明する。
【００２５】
　高力ボルトユニット３０は、高力ボルト３とナット４とを備えている。
　高力ボルト３は、高い引張力に耐えることができる鋼で作られた強度のボルトであり、
雄ねじが切られた軸部３１とねじ頭３２とを有する。
　ナット４には、高力ボルト３の雄ねじと螺合する雌ねじが形成されている。本実施形態
では、ナット４は上面視における形状が六角形状である六角ナットである。
【００２６】
　また、本実施形態では、高力ボルト３のねじ頭３２と一方の板状部材１，２（本実施形
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態では、図２及び図４において上側に配置された板状部材１）との間、及びナット４と他
方の板状部材１，２（本実施形態では、図２及び図４において下側に配置された板状部材
２）との間に座金５（５ａ，５ｂ）が配置されている。
　座金５（５ａ，５ｂ）は、本実施形態において図示している円形状の他、楕円形状、四
角形状等、どのような形状でもよい。
　また、座金５（５ａ，５ｂ）の大きさは、座金５（５ａ，５ｂ）が板状部材１，２のボ
ルト挿通孔１１，２１内に入り込まない大きさとする必要があり、座金はボルト挿通孔１
１，２１の短方向の幅よりも大きな外径を有するように形成されている。
　なお、本実施形態では、高力ボルト３のねじ頭３２と板状部材１との間、及びナット４
と板状部材２との間にそれぞれ１つずつ座金５（５ａ，５ｂ）を配置する場合を例示した
が、座金５（５ａ，５ｂ）の数や配置はこれに限定されない。例えば、高力ボルト３のね
じ頭３２と板状部材１との間及びナット４と板状部材２との間にそれぞれ複数の座金５を
配置してもよい。また、複数の座金５を設けた場合、これら複数の座金５を一体化しても
よい。
【００２７】
　中間材６は、面方向におけるほぼ中央部に板状部材１，２の板厚方向に貫通する貫通孔
６１を有するリング状の部材である。
　なお、中間材６の形状等は特に限定されないが、本実施形態では、高力ボルトユニット
３０のナット４と同様の六角形状に形成された六角ナットを中間材６として用いている。
　このように中間材６がナットである場合、ボルト挿通孔１１，２１内で自由に回転する
と高力ボルト３を締める際に高力ボルト３の軸部３１と供回りして作業しにくい。このた
め、中間材６にはボルト挿通孔１１，２１内で自由回転を規制する角部６２を設けること
が好ましい。
　本実施形態では、上記のように上面視における形状が六角形状となるように中間材６を
形成して、中間材６に６つの角部６２を設けている。これにより、高力ボルト３を締める
際に中間材６が供回りしようとしても、いずれかの角部６２がボルト挿通孔１１，２１の
内側面に突き当たり、ボルト挿通孔１１，２１内における中間材６の自由回転が規制され
る。
【００２８】
　図４等に示すように、中間材６は、２つの板状部材１，２の重畳部分の厚みよりも厚く
形成されており、高力ボルトユニット３０の高力ボルト３を座金５（５ａ，５ｂ）を介し
てナット４に締め付けた際、座金５（５ａ，５ｂ）と板状部材１，２との間にわずかな隙
間が生じるようになっている。
　なお、中間材６を形成する材料は特に限定されないが、中間材６は高力ボルトユニット
３０による強力な締め付けに耐え得るものである必要があり、高度な強度を有する鋼材等
で形成されていることが好ましい。
【００２９】
　次に、本実施形態における板状部材の接合構造の作用について説明する。
　本実施形態の接合構造によって鉄骨架構の継手プレート等の板状部材１，２を接合する
場合には、まず、接合対象である構造体の継手プレート等の板状部材１，２同士を、ボル
ト挿通孔１１，２１がほぼ重なり合うように位置を合わせて重ね合わせる。
　そして、ボルト挿通孔１１，２１内に中間材６を配置し、この中間材６を上下から挟む
ように、高力ボルト３のねじ頭３２と板状部材１との間及びナット４と板状部材２との間
にそれぞれ座金５（５ａ，５ｂ）を配置する。
　さらに、高力ボルト３の挿入方向（本実施形態では図２及び図４における上から下に向
かう方向）の奥側（本実施形態では図２及び図４における下側）の座金５ｂの裏面側（本
実施形態では図２及び図４における下側）にナット４を配置する。
【００３０】
　そして、上記のように、中間材６の上下に座金５（５ａ，５ｂ）が介在した状態で、高
力ボルト３をボルト挿通孔１１，２１内に配置された中間材６の貫通孔６１に、図２及び
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図４における上から下に向かって挿通させ、高い軸力によりきつく締め付けを行う。この
とき、例えば一次締め、本締めと二度締めをすることが好ましい。これにより、高力ボル
ト３が中間材６を介してナット４と螺合される。高力ボルト３を締め付ける際、中間材６
はその角部６２がボルト挿通孔１１，２１の内側面に突き当たることで自由回転が規制さ
れるため、供回りせずに容易に締め付け作業を行うことができる。
　本実施形態における板状部材の接合構造では、高力ボルト３による高い軸力による締め
付けを行っても、軸方向の締め付け力は中間材６にかかるのみであり、板状部材１，２自
体には締め付け力がかからない。このため、高力ボルト３による締め付け後、板状部材１
，２は、ボルト挿通孔１１，２１の短方向（図２において縦（鉛直）方向）には移動が規
制されるが、ボルト挿通孔１１，２１の長手方向（図２において横（水平）方向）にはボ
ルト挿通孔１１，２１の長さの範囲内において相対的に移動することが可能である。
【００３１】
　ここで、図５から図９（ａ）及び図９（ｂ）を参照しつつ、従来の板状部材の接合構造
について説明する。
　図５は、従来の板状部材の接合構造の一例を示す上面図であり、図６は、図５に示す板
状部材の接合構造の側面図である。また、図７は、図５における一点鎖線で囲んだ部分VI
Iの拡大図であり、図８は、図６における一点鎖線で囲んだ部分VIIIの拡大図である。
【００３２】
　図５から図８に示すように、従来の接合構造では、板状部材１，２に、ボルト７の軸部
の径よりも広い幅の長孔であるボルト挿通孔１２，２２を設ける。なお、従来の接合構造
では、ボルト挿通孔１２，２２はボルト７の軸部が挿通可能な幅を有していればよく、図
１等に示す本実施形態の接合構造におけるボルト挿通孔１１，２１よりも狭い幅で足りる
。
　板状部材１，２の接合時には、まず、接合対象である構造体の継手プレート等の板状部
材１，２同士を、ボルト挿通孔１２，２２がほぼ重なり合うように位置を合わせて重ね合
わせる。
　そして、板状部材１，２の上下にそれぞれ座金９（９ａ，９ｂ）を配置する。
　また、ボルト７の挿入方向（本実施形態では図６及び図８における上から下に向かう方
向）の奥側（本実施形態では図６及び図８における下側）の座金９ｂの裏面側（本実施形
態では図６及び図８における下側）にナット８ａ，８ｂを２つ重ねて配置する。
　そして、板状部材１，２の上下に座金９（９ａ，９ｂ）が介在した状態で、ボルト７を
ボルト挿通孔１２，２２内に、図６及び図８における上から下に向かって挿通させて締め
付けを行う。
【００３３】
　このようにナット８ａ，８ｂを２段重ねることにより、より確実な締め付けが期待でき
、ボルト７の緩みを防止することができる。
　他方で、ボルトによる締め付けを行うと、板状部材１，２が座金９（９ａ，９ｂ）によ
って上下から挟み込まれた状態となる。このため、ボルト挿通孔１２，２２を長孔として
も板状部材１，２が移動することができず、鉄骨架構を構成する構造体が地震等による振
動を受けた場合や、構造体に熱膨張や収縮等が生じた場合に、構造体の動きを接合部分に
おいて吸収することができず、構造体同士を接合する接合部分（継手部分）に大きな応力
が生じてしまう。その結果、例えば、接合部分（継手部分）の板状部材１、２等の部品に
座屈等が生じるおそれがある。
【００３４】
　例えば、図９（ａ）は、従来の板状部材の接合構造を適用した防風壁の一例を示す斜視
図であり、図９（ｂ）は、図９（ａ）における一点鎖線で囲んだ部分ｂの拡大図である。
　図９（ａ）及び図９（ｂ）に示すように、防風パネル１０３が複数設けられた長尺の防
風壁１００を複数の構造体に分割し、一の構造体の縦方向鉄骨１０１の継手プレート１０
４にこれと隣接する構造体の横方向鉄骨１０２とを接合することで構造体同士を接合し一
体化する場合、従来は、ボルト１１１を座金１１３を介してボルト挿通孔１０５に挿入し
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、ナット１１２と螺合させることによって２つの板状部材（すなわち、縦方向鉄骨１０１
の継手プレート１０４と構造体の横方向鉄骨１０２）を挟み込むように締め付けていた。
【００３５】
　このような接合構造において、接合部分（継手部分）の変形追従性が確保される程度の
適正な締め付け力によってボルト１１１が締め付けられている場合には、縦方向鉄骨１０
１の継手プレート１０４と横方向鉄骨１０２とが相対的にスライド移動することができ、
力を逃がすことができる。しかし、ボルト１１１がきつく締め付けられ過ぎていると、各
構造体が強風や地震等による振動を受けた場合や、温度変化による熱膨張や収縮を生じた
場合に縦方向鉄骨１０１の継手プレート１０４と横方向鉄骨１０２とが相対移動すること
ができず、構造体同士の接合部分（継手部分）が振動や膨張・収縮に伴う動きに追従する
ことができない。このために、ボルト１１１やボルト挿通孔１０５が損傷したり、図９（
ｂ）に示すように、継手プレート１０４等の板状部材自体が変形・破損するおそれがある
。
【００３６】
　この点、本実施形態における板状部材の接合構造によれば、ボルト挿通孔１１，２１内
に板状部材１，２の重畳部分の厚みよりも厚く形成された中間材６を配置し、高力ボルト
３による締め付け固定を行う場合に、高力ボルト３とナット４とが座金５を介して中間材
６を締め付ける構成とし、板状部材１，２自体に締め付け力が伝達されない構成としてい
る。
　このため、接合部分の緩み防止のために、高力ボルト３を用いて高い軸力による締め付
け固定を行った場合でも、高力ボルト３及びナット４の締め付け程度に関わらず、板状部
材１，２同士はボルト挿通孔１１，２１に沿う方向に移動することが可能であり、鉄骨架
構を構成する構造体同士を接合する接合部分（継手部分）の変形追従性が確保される。
【００３７】
　以上のように、本実施形態によれば、板状部材１，２の重畳部分の厚みよりも厚く形成
された中間材６を介して高力ボルト３をナット４と螺合させる。
　このため、中間材６がスペーサとして機能し、高力ボルト３にナット４を強く締めつけ
た場合でも板状部材１，２の表面と高力ボルト３やナット４との間に隙間が確保される。
　これにより、接合部分の緩み防止のために高い軸力による締め付けを行った後でも、振
動や温度変化等により構造体が動いて接合部分の板状部材１，２に強い力が加わった場合
には、板状部材１，２同士が長孔であるボルト挿通孔１１，２１の延在方向に沿って相互
に相対移動することが可能であり、接合部分が円滑に可動することにより、接合部分に無
理な力が加わって接合部分の部品等が破壊されたり構造体が変形・損傷したりするのを防
ぐことができる。
　また、接合部分（継手部分）の変形追従性の確保を気にせずに、高力ボルト３について
定められている締め付けトルクの限界まで締め付け固定することができるため、接合部分
の緩みを確実に防止することができ、緩みの防止と接合部分（継手部分）の変形追従性の
確保との両立を実現することができる。
【００３８】
　また、本実施形態では、中間材６としてナットを用いているが、このようにナットを中
間材として用いた場合でも角部６２が中間材６の自由回転を規制するため、高力ボルト３
の締結時には中間材６の供回りを防止して、円滑に高力ボルト３の締め付け作業を行うこ
とができる。
　特に本実施形態では、中間材６として六角ナットを用いるため、高力ボルト３の締結時
には、６つの角部のいずれかがボルト挿通孔１１，２１の内側面に突き当たって自由回転
を規制することができる。
　また、市販の六角ナットを流用することも可能であるため、コストを抑えることができ
る。
【００３９】
　なお、以上本発明の実施形態について説明したが、本発明は、かかる実施形態に限定さ
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れず、その要旨を逸脱しない範囲で、種々変形が可能であることは言うまでもない。
【００４０】
　例えば、本実施形態では、中間材６が上面視における形状が六角形状となる六角ナット
である場合を例示したが、中間材６の形状は、高力ボルト３を締める際に中間材６が供回
りしないような形状であればよく、六角形状に限定されない。
　例えば、中間材６は、４つの角部を有する四角形状でもよいし、六角形状よりもさらに
多くの角部を有する多角形状であってもよい。
　また、中間材６の上面視における形状を円形状とした場合でも、円形状の周縁部の一部
にボルト挿通孔１１，２１の内側面に突き当たるような突起部や鍔部等を設けることで中
間材６の供回りを防止してもよい。さらに、中間材６の上面視における形状を、長径がボ
ルト挿通孔１１，２１の短方向の長さよりも長い楕円形状とすることで、供回りしない構
成としてもよい。
【００４１】
　また、本実施形態では、中間材６と座金５（５ａ，５ｂ）とをそれぞれ別部材として設
ける場合を例示したが、中間材６はこのような単独の部材である場合に限定されない。
　例えば、中間材６を座金５ｂと一体化してもよい。この場合には、部品点数を少なくす
ることができるとともに、高力ボルトユニット３０による締め付け作業の迅速化・効率化
を図ることができる。
【００４２】
　また、本実施形態では、中間材６がナットである場合を例示したが、中間材６はナット
である場合に限定されない。
　例えば、中間材６は、面方向のほぼ中央部に貫通孔が形成された円形状のスペーサーで
あってもよい。
【００４３】
　また、本実施形態（第１の実施形態）では、板状部材１，２の重畳部分に、長孔形状の
ボルト挿通孔１１，２１が長手方向に並列して２つ形成されている場合を例示したが、ボ
ルト挿通孔１１，２１の数はこれに限定されない。
　例えば板状部材１，２の重畳部分に、３つ以上のボルト挿通孔１１，２１が形成されて
いてもよいし、ボルト挿通孔１１，２１が１つだけ形成されているものでもよい。
【００４４】
　次に、本発明の第２の実施形態について説明する。
　上記第１の実施形態にあっては、互いに接合される２枚の板状部材１，２に形成されて
いるボルト挿通孔（ルーズホール）１１，２１に挿通される中間材６の幅が、締付け用の
高力ボルト３のネジ部の径よりも大きいため、既設の構造物における鉄骨プレート同士の
接合部分に適用しようとすると、構造物が存在する現場にてボルト挿通孔１１，２１の幅
を大きくする切削加工を行う必要がある。そのため、作業時間が長くなってしまうととも
に、元の座金よりも径の大きな座金に変える必要があるという課題がある。
【００４５】
　さらに、上記第１の実施形態にあっては、ボルト挿通孔１１，２１の幅を大きくする加
工を行うことで、プレートの断面積が減少して強度が低下してしまう。また、新たに接合
構造を設ける場合には、強度低下を回避するため、予め２枚のプレートの幅を広く形成し
ておく必要があり、重量およびコストの増加を招くという課題もある。
　第２の実施形態は、上記のような第１の実施形態の有する課題を解決するための工夫を
、中間材６やその周辺の部品に施したものである。以下、その幾つかの具体例について説
明する。
【００４６】
　第２の実施形態における第１の具体例は、図１０（ａ），（ｂ）に示すように、中間材
６を、２つに分割して、三日月状の中間材構成体６Ａと６Ｂとにより構成したもので、中
間材構成体６Ａと６Ｂを対向配置させた際に、中央に、高力ボルト３のネジ部の径よりも
僅かに大きい円形状の挿通孔Ｈが形成されるようになっている。中間材構成体６Ａ，６Ｂ
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の高さは、前記第１の実施形態における中間材６と同様に、互いに接合される２枚の板状
部材を重ね合わせた厚みより少し大きく設定される。
【００４７】
　これにより、高力ボルト３を締め付けた際にも２枚の板状部材は互いにずれる方向へ移
動することができ、地震等の振動で接合部分の板状部材やボルト等の部品に大きな応力が
加わって構造体や接合部分を構成する部品が破損するのを防止することができる。しかも
、既設の構造物の接合部分に適用する際に、ボルト挿通孔１１，２１の幅を大きくする加
工を行う必要がなく、作業時間の短縮が図れる。さらに、幅を大きくする必要がないため
、元の座金もしくは元と同じ大きさの座金を使用することができ、形の大きな座金を用意
する必要がないという利点がある。
【００４８】
　ところで、上記第１の具体例における中間材は、互いに分離した２つの中間材構成体か
らなるため、取り扱いが面倒であるとともに、取付け後に中間材構成体がボルト挿通孔１
１，１２内から抜け落ちてしまうおそれがある。
　第２の具体例は、このような不具合を回避するため、図１１（ａ），（ｂ）に示すよう
に、中間材構成体６Ａ，６Ｂの一方の面に接合されるワッシャ１７との間に、例えば両面
テープ８を介在させて、中間材構成体６Ａ，６Ｂとワッシャ１７とを接着させるように構
成したものである。
【００４９】
　これにより、第１の具体例と同様な利点を備える上、取付け後に中間材構成体がボルト
挿通孔１１，１２内から抜け落ちてしまうような不具合が発生するのを防止することがで
きるという利点がある。
　なお、上記のように、中間材構成体６Ａ，６Ｂとワッシャ１７とを両面テープ８で接着
させる代わりに、高力ボルト３のネジ部外周と中間材構成体６Ａ，６Ｂの内周とを両面テ
ープや接着剤を用いて接着させるようにしてもよい。
【００５０】
　第３の具体例は、図１２に示すように、中間材構成体６Ａと６Ｂの側面に跨る薄型のヒ
ンジ６Ｃを設けて、中間材構成体６Ａと６Ｂを開閉可能に構成したものである。このよう
な構成にすることで、中間材構成体６Ａと６Ｂとが一体化して取り扱いが容易になるとと
もに、取付け後に中間材構成体ボルト挿通孔１１，２１内から抜け落ちてしまうのを防止
することができる。ヒンジ６Ｃは、シート状あるいは薄板状であれば良く、金属、合成樹
脂など、どのような材質のもので形成しても良いし、両端をビス等で中間材構成体６Ａ，
６Ｂの側面に固定したもの、あるいは接着剤で接着させただけのものであっても良い。ま
た、小型の蝶番であっても良い。
【００５１】
　さらに、図１３（ａ），（ｂ）に示すように、ワッシャ１７の外縁部に、中間材構成体
６Ａ，６Ｂの外側面に接触可能な係止片１７ａ，１７ｂを形成し、この係止片１７ａ，１
７ｂで中間材構成体６Ａ，６Ｂが互いに離反する方向へ移動するのを阻止するように構成
しても良い。
　また、図１４に示すように、中間材構成体６Ａ，６Ｂの端面の内側縁部に、ワッシャ１
７の開口部と高力ボルト３の外周面との隙間に入り込む突起６ａ，６ｂを設けたものであ
っても良い。
【符号の説明】
【００５２】
　１　　板状部材
　２　　板状部材
　３　　高力ボルト
　４　　ナット
　５　　座金
　６　　中間材
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　６Ａ，６Ｂ　中間材構成体
　１７　　ワッシャ
　１１　ボルト挿通孔
　２１　ボルト挿通孔
　３１　軸部
　３２　ねじ頭
　６１　貫通孔
　６２　角部

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】

【図６】

【図７】
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【図１０】 【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】
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